
 

効率アップ設備促進資金 （令和５年４月１日現在） 

１．目 的 
生産性の向上や経費の削減を図るための設備導入資金の融資を行うことにより、中

小企業者等の経営の効率化及び企業体質の強化に寄与することを目的とする。 

２．融資対象者 

（右のすべての条件を満た

す必要があります。） 

(1) 中小企業者である方 

(2) 市内に１年以上住所及び事業所のある個人の方又は市内に１年以上事業所が

ある法人の方 

(3) 設備を導入することで、生産性の向上や経費の削減が見込まれる方 

(4) p14「１.融資対象者要件（共通）」をすべて満たす方 

３．融資限度額 

２,５００万円以内 

（ただし、国、県、市その他団体等からの補助金等の交付を見込んでいる場合は、

当該補助金等を除いた額までとする。） 

４．使 途 及 び 

    融 資 期 間 

設備資金 １０年以内（据置１年以内を含む。） 

（設備の導入に付随する設計費および工事費を含む。） 

５．信 用 保 証 
必要により保証協会の保証を付すことができる 

保証制度名：福井市効率アップ設備促進資金保証制度【一般保証枠】 

６．補 助 制 度 保証料補給  全額 

７．事 前 審 査 

融資申請前に、市において本制度の融資対象となるかどうか判断します。審査には

2日～1週間程度かかりますので、期間に十分余裕をもって申請ください。 

提出書類 

①効率アップ設備導入計画書(p51)（効率化の算出根拠を添付すること。）【２部】 

②設備導入にかかる見積り等の写し【２部】 

③既に助成金等の交付又は交付決定を受けている場合は、助成金額等が確認でき

る書類の写し【２部】 

④法人の場合は法人の登記事項証明書の写し、個人の場合は住民票の写し【１部】  

※①～④は審査後返却します。（①～③は１部返却） 

８．必 要 書 類 

(1) 福井市中小企業者等融資申請書(様式第１号)(p40)【原本２部 写し１部】 

(2) 直近の市税納税証明書（全税目）（p4 参照)【原本１部、写し２部】 

(3) 法人の場合は法人の登記事項証明書(p4 参照)、個人の場合は住民票抄本【原

本１部 写し２部】 

(4) 許認可証の写し（許認可を要する業種の場合のみ）（p8 参照）【２部】 

(5) 直近の決算書の写し【２部】 

(6) 設備の見積もり等写し【２部】 

(7) 事前審査承認済みの書類（7.①、③）【原本１部 写し１部】  

(8) 福井市中小企業者等融資制度利用者へのアンケート(p69)【原本１部】 

(9) その他、市が必要と認めるもの 

《注意事項》 

・市税納税証明書と法人の登記事項証明書、住民票等は必ず原本をお持ちください。（その場で確認し

て返却いたします。）また、発行から３ヶ月以内のものを提出してください。 

 



 

■効率アップ設備促進資金Ｑ＆Ａ 

 

     

Ａ：生産性の向上とは、１人当たり（または時間当たり）の売上高などが増加するこ

とをいいます。 

経費の削減とは、人件費や水道光熱費などの減少をいいます。 

 

 

     

Ａ：具体的には次のようなものになります。 

 ・対象となる例 

 ○ 老朽化した設備を生産性の高い設備に更新することで、稼働率が上がり、1 時間

あたりの売上高が増加する。 

 ○ 生産部門や営業部門等の管理を IT 化することで、1 人当たりの売上高が増加する。 

 ○ 設備やシステムを導入することで生産効率が高まり、費用の削減に繋がる。 

 ○ 最新の設備に買い替えることで光熱費の削減を図ることができる。    など  

・対象とならない例 

  × 全く同等の設備等の買い替え 

 × 設備の修理             

 × 建物の改装         など        

 

     

Ａ：必要です。 

また、できるかぎり具体的な数値の確認できる書類を添付してください。 

  

 

 

Ａ：設備の更新だけでなく、設備の新規導入についても対象となります。 

 

 

 

Ａ：設備の内容や状況により異なりますが、設備導入により概ね１０％の生産性の向

上、経費の削減が図られるかどうかが、審査のポイントとなります。 

 

 

Ｑ：生産性の向上、経費の削減とはどのようなことをいうのか？  

 

Ｑ：どのような費用が対象になるのか？ 

Ｑ：生産性の向上や経費の削減を示すために具体的な数値が必要か。  

 

Ｑ：設備の新規導入は対象となるか。 

 

Ｑ：どの程度の生産性の向上、経費の削減が必要か。 

 


